
Ⅰ

Ⅱ

1982110119.TIF

I 

開発経済学という用語が使われ始めてすでに20年近い

が，評者はいまだにその具体的内容は定着していないと

考える。 1960年代には国際経済学，二重経済論，経済成

長論をベースにした研究がその大半をおめたが， 1970,年

代になると国際経営論，技術移転論，産業組織論を始め

多様な分野からの理論的・実証的接近がなされた。これ

ら多くの研究は経済開発問題を取扱っているという意味

において開発経済学と呼び得ても，総合的な分析フレー

ムワークを備えたものとは言い難い。すなわち，数ある

経済発展の要因を総合的に評価し，最適な開発政策をイ

ンプリケーションとして導出しうるような理論体系を備

えていない。もちろん，開発経済学の取扱うべき対象が

多岐にわたるのは周知の事柄であり，たとえば単一のモ

デル体系に全変数を盛り込むことは無理であろうe しか

し，少なくとも重要な要凶間の相互連関メカニズムを，

たとえ緩い形であっても把提できるような分析フレー

ムワークなしでは，現実的に意味のある政策インプリケ

ーションを提出できない。このような視角から， 1970年

代を振返えるならば，開発経済学と題した文献には，い

わば部分的な分析を寄せ集めた教科書的なものがほとん

どであり，もっと総合的分析努力がなされてよかったの

ではないかと恩われる。

本書は，以前から，このような評者と伺様の問題意識に

立脚して，「未来像アプローチ」を提唱してきた著者が，

1965年以降発表した論文11編を，次のようなテーマ.l}ljに

収録したものである。

第1部経済開発・国際分業・経済援助

第2部二重経済と経済開発

第3部未来像アブ。ローチと新国際経済秩序

第4部中進工業国（NICs）の経済発展

なお収録論文は代表作に限られ，厳密な議論のために

は他の著作の参照が望ましいが，ここでの議論は本書に

限定したい。第1部および第2部は，比較的以前の著作

であれ理論分析が中心となっている。第3部iま，著者の
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立場と政策提言を最も明確に示した部分で，第4部では

アジア NICsに関する問題整理と展望を行なっている。

本書を通じて流れるものは，発展途上国への樹予開発

経済学の適用可能性に関する著者の根強い疑問である。

第1部，第2部では既存理論の批判的要約と整理の中で，

滋密性を追求した静態的分析から得られる政策インプP

ケーションを批判し，経済発展過程を取扱うがゆえに10

年以上の展望を持った動態的視点に立つ必要を主張す

る。このことは，一方では開発経済学が対象とする経済

発展の基本的特徴をどう認識するかという重要な問題を

含み，他方では分析の動態化と政策インプリケーション

の具体性あるいは厳密性との問のトレード・オフ関係に

関わるので慎重な検討を要する。さらに，第3書官では，接

近法が経済学から政治経済学へと飛緩する。すなわち，

197（｝年代中期までの開発実鎮の反省に基づき， 「層際経

済問題を f純粋に』経済的次元でとらえるだけではすま

ない時代，つまり国際経済の政治化（politicizationof 

international economic activity）の時代にすでにわれわ

れは突入している」（197ページ〉という認識のもとに政

治的要素の考察を不可欠だとする。この認識は，基本的

には新国際経済秩序（NIEO）の底流をなす認識と一致し

ている。もちろん，このような分ti?視角は大混とは言
え，実行可能な政策提言をまとめるには欠くことができ

ない。しかし，問題はこの視角を開発経済学にどれだけ

取込み得るかであり，後で「未来像アプローチ」をあわ

せて検討したい。以下，各部について要約と検討を行な

う。
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第1部は3章から構成され，国際分業論からのアプロ

ーチ（第1章，第2章前半〉，および産業構造論からのア

フ。ローチ〈第2章後半〉について，両者の相互関連に配

慮しながら，既存穣論の検討がなされている。なお，第

3掌では経済援助理論の考察が斑存理論の要約検討とい

う形で祭事芸・供給の両面からなされ，付注として経済協

力の規定と動向が添えられているが，本稿ではこれ以上

言及しない。

さて著者の現行国際分業論に対する批判と対案は，次

の文章に端的に表現されている。

「（1）現行国際分業理論は，貿易構造と産業構造の問

題の解明をほとんど行なっていない。（2］したがって国

際分業論をこの主題に正面から対決させるには，新し

い視点つまり従来の枠をこえて広い視野をもって，多
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様多肢のファクターを劉酌し，かつ国際競争力に則し

て考察すべきである（「新国際分業環論アプローチ」〉。」

(65ページ〉

すなわち，著者は，産業構造との関連が暁確にされ，

しかも広汎な要因を包含しうるようなアプローチを提壊

するのであるが，その前提として現行国際分業論の意義

と限界について整理している。

まず最初に著者は，要素賦存理論，幼稚産業保護論，

輸出ベース論， 1960年代に続出した「貿易パターン決定

の新理論」と総称されるものが，経済開発問題に与える

インプリケーションを列記し，各理論を，発展径路，商

品，生産条件，構造環境条件，計悩政策の模点から依匿

づける。たとえば，発展径絡に関しては，事会入代替を経

た輸出型発展，輸出指向型発展，関内民主・インフラスト

ラクチャー充足型発展のそれぞれを示唆する理論に分類

する。また商品に注目したものとしては，総入代替品お

よび輸出品それぞれの選択基準を示すもの，生産条件に

ついては，天然資源の質，労働の質，資本の質，技術の

差，要素賦存量のうちどれが決定悶であるかによって分

類している。また，途上国製造業品の輸出可能性を取扱

った，プロダクト・サイクノレ論，幼稚産業保議論，輸出

ベース論については，特に詳説している。

このような整理によって明確になった現行冨際分業論

の欠落部分を踏まえ，著者は新国際分業理論アプローチ

をとった場合，途上国の国際分業参加を促進させるため

に重要となる要因を7項目に分けて論じている。

第1は，商品の生産および販売条件に関するものであ

り，通常の議論に加えて，工業ならびに輸出マインドを

持った企業家精神，熟練度向上のための労働養成制度な

らびに教育制度の整備，インフラストラクチャーの整

備，国際マーケティング能力等を重視している。第2は，

閣内市場の狭隆俊による生産非効率問遣を策としての途上

問問経済協力に関するもので，能率原則と衡平原郎を両

立させる（したがって，実現可能性が高い〉経済統合方

式として，商向嘉昭氏の「商品グループ,Jlj合意的分業J

（注1）を高く評価している。第3は，産業をとりまく途上

国特有の構造環境要因として産業連関関係を通じた輸入

へのリーク，インフラストラクチャーの整備，金融要因

の分析への導入，法律制度の近代化等の課題が指摘され

ている。この他，説明は省くが，インフレーション，為

答レート，経済計商・貿易政策などの政策問題，自助努

力という 4項目が検討されている。なお，全般を通じて

n8 

金融要因の分析を重視しているのが印象的である。

以上の7項目は，われわれが開発問題を取扱う場合，

特に攻策提案をする時には当然留意してしかるべき点を

網羅したという意味できわめて有用であり，新国際分業

理論アプローチの幅広い思考プレームワークを窺わせ

るo しかしながら，具体的に政策提案をする身になって

考えると，本書で見るかぎり各要因間の調和をいかにし

て達成するかについては多くが諮られず，どうしても際

限のないチェックリストの感が否めない。この点を克服

するためには，要因聞の因果序列と量的関係をある程度

明らかにしなければならない。この作業は，国を限らない

一般化ケースでは相当な困難があるだろう。あるいは，著

者は，一般化よPも国ごとのこのような作業を怒定して

いるのだろうか。いずれにしても，著者のアプローチは，

この意味で直接にヲーカブJレなものとはなヮていない。

しかし，それゆえとのアプローチが否定されるべきでは

なく，著者も指摘しているように，個別の実託研究の穣

み重ねによって要因聞の質的量的関係を徐々に明確に

し，このアプローチに具体性を持たせるべきである。た

とえば，国際分業論の分野では，国特性と貿易理論なら

びに貿易理論相互間の類似度を実証したノ、フパウアーの

研究生2）がひとつのヒントになろう。また，すでに触れ

た7項目の多くについては，近年成果があがりつつある

途上国のマクロ計量経済モデソレによるファクト・アァイ

ンデイングが有用な示唆を与えると思われる（注3）。つま

り，第11こマクロ計量モデルでは多変数の量的因果隠係

の分析が可能であること，第2に，理論的裏付けはそれ

ほど精綴でなくても，先進国モデルの枠組に必ずしもと

らわれないような仮説の検証という試みが比較的容易で

あることによる。

次に第2章後半の産業構造説からのアプローチである

が，まず代表的実証研究として，チェネリー，塩野谷，シ

ンプソンニエツクイ，テェネリー＝テイラーなどの結果が

要約検討されているe続いてノーマティプな議論に移!l' 

既存の産業構造基準が貿易構造をも意識している点は評

価しながらも，主として先進衝を対象とした理論である

と批判している。そして貿易英国も含めた産業構造の規

定因を連関マトロックスとして提示している。これは複

雑な要因間相互関係の整理としては役立つが，実質的な

意味を持たせるには，実証研究の裏付けを待たねばなら

ない。ただ，著者が産業構造分析の新視点として提出した

f慾業基盤」という概念は有用である。これは， 「生産

しうる商品（サービスも含む〉のく舗を基準とした＝評
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者〉範囲とその盤J (53ページ〉の2次元で把握され，

「アグリゲートすれば国際標準産業分類法に更にア

グリゲートすれば（務1次・第2次・第3次というニ評

者） 3分類法J(55ぺ－~：：）になる。したがってこれは，

詳細なレベルで見たインダストリプル・コンプレックス

概念とも脅えるだろう。同様に貿易基盤をも考えれば，

それは上の概念閲（55ページ〉のようになる。ただ，本

舎の範囲では，たとえば閤際標準産業分類をいかにして

横軸である商品の質の順序で配列できるのが言及されて

おらず，実際のデータによる作表の場合は，この点が濁

題となる。むしろ，評者の考えでは，産業ごとに，との

ような図を書いた方が有用であろう。たをえば，テレピ

産業を例にとれば，白黒テレピ4 カラー・テレピ→音声

多笈ステレオ・テレビというような技術レベルJI演に商品

を並べる。こうすれば，最近盛んになりつつある先進閣

と途上国間の産業内分業の動向をも見通すととができる

し著者が意図するように技術とか熟練とかを分析対象

とするととも可能である。

著者は以上の貿易構造，産業構造の議論を踏まえて

「米来像アプローチ」へと言及するが，これについては

第3部で併せて論じる。

(ll: 1) 四向著書日B「ラテンアメリカ共同市場と域内

分業（再論〉」（『隠民経済雑誌』神戸大学経済経常学会

1968年2刀〉。

（注2〕日ufbauer,G. C.，“Hypotheses and the 

Test of Trade Patterns，” R. Vernon編， TheTee・ 

hnology Factor in Internati倒。lTrade，ニュー盟

ク， NationalBureau of E立onomicResearch, 1970 

ラ耳Jもの質 ！ ＼』← 商品の質

車合1総出寒笠

出
入
量

((l:3) たとえば Instituteof Developing丘cono・

mies，“Econometric Models and Forecast for East 

and Southeast Asian Countries for the 1980s，＇’ A 

Background Paper at the International Symposium 

on“Two Decades of Asian Development and Out・ 
look for the 1980s，” 1982年，および今JII健r開発途
上経済のそデノレ分析』中央大学t:f:¥絞部 1980年。

III 

第2部は，二重経済論の理論的検討が中心となってい

る。第4章は， 1966年の著作であり，フェーコレーニス・

モヂルを中心に議論が展開されている。第6意は，その

-lli補ともきうぺきもので，パルダンの最大化原理の適用，

都市失業を明示的に内生化したハリスz トダロ・モデル

が検討されている。これらについては，すでに一応の評｛盗

が定着しているので，ここで改めて著者の議論をとりあ

げず，幸芸者による迫力自約分析にのみ触れるごとにする。

第1は，ブェ－＝レーニス・モデルの前提で市場メカ

ニズムを明示的に導入し，農業余剰，工業部門の雇用と

実質賃金率，差是工間交易条件の関係を幾何学的に分析す

ることにより，差是業発震がない場合には，三重経済全体

の発援が挫折しうるケースを示したことである。

第2は，lレイス理論の一般土均衡的精激化である。特tこ．

渓業の生産形態として地主階級と独立農業者の行動様式

の違いによる影響を分析した点は実際的である。しかし，

分析は毒害者の提示したモデルを数学的に解いたものでは

なく，結論の一般伎に疑問が残る。

第5輩は，ニ重量経済モデルの開放体系化の試みである。

これも，問題が一般均衡的に設定されて～、るのに対し，

119 
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分析は図を含めて記述的になされているので，かなり複

雑で読みづらい。ただ，議論が工業化選好説から始まれ

二重経済を前提した場合の輸入代替工業化および輪出指

向工業化の影響を分析している点は興味深い。また，こ

の延長として，工業化戦略の視角から，一見ノξラ色の輸

出指向工業化は「輸出の実現性と圏内産業の状態によっ

て制約を受けるとと」 (162ページ），不効率と批判され

た輸入代替工業化は「幼稚産業保護論として非常に狭く

解釈されてきているのを経済全体から眺めなければなら

ないこと」（162ページ）を説いている。特に各種の幼稚

産業保護基準は部分均衡的分析であり，一国経済全体へ

の貢献をも考慮すべきであるという点は説得的である

し，また，輸出指向工業化と輸入代替工業化はそれほど

対立的概念ではないという点も賛成できる。

N 

第3部は著者が経済開発へのニュー・アプローチとし

て提唱する未来像アプ口ーチ（第7章〉および新霞際経

済秩序（NIEO）の検討（第8章〉より構成される。

1970年に初めて提出された未来像アプローチのシェー

マは，その後の国際環境の変化を踏まえて，下の図（194

ページ）のように変更されているが，まずは第2重量の議

論（57ページ以降〕もあわせて，その概要を説明しよう。

未来像アプローチ提唱の主な理由は二つある。第1は，

マクロ経済成長率以外に明確な目標を持たない「現時点

的アプローチ」に対する批判であり，適切な未来像を設

定すれば適切で整合性のある長期的関発政策が立案し易

いと主張する。第2は，現行照発経済学の論理は極度の

抽象によって，結果的には途上国の社会的後進性を無視

した先進国の経済学となっているとし，経済の域を越え

た総合的開発政策の必要性を説く。そして，著者の言う

目標として未来像は，次の3点に要約される。第1は人

的能力（たとえば，自主開発能カ，適応能力，転換能カ）

の醍で先進国と同じ水準に達することであり，このため

の教育，訓練が重視される。第2は，所得水準は労働の

国際間移動が完全自由でない限り現先進国とは一致しな

いが，趨勢として一致する方向にあれば良いとする。第

3は，上の人的能カと関連するが，それは経済現象とし

ては，インダストリアIレ・コンプレックスのほぼ完全な

同一化である。ただ途上国の多くは，人口規模が小さく，

先進国と同様の幅広い産業基盤を持つことが難かしいの

で，経済統合によって問題の解決をはかるべきだとして

いる。

また，未来像アプローチに対するごつの重要な批判へ

の反論も加えられている。第1の批判は，未来像が明確

でないということである。これに対して，著者は「経済

発展にはほぼ平均的なノーマJレ・パターンが存在し，一

般的に低開発国はその径路をたどるという認識」 (58ペ

ージ〉を持ち，それは産業構造発渓の実証研究によって示

されているとしている。第2の批判は，未来像アプロー

チは実績の芳しくない輸入代替論を支持しているという

ものである。この点については，著者は輸入代替言語その

ものが間違っていたのではなし第5章で触れたような

適切な産業選択をしなかったのが原因であるとしてい

る。例として，ハーシュマンの連関効果基準を後進性を

無視した先進国経済学の誤用であるとして挙げている

が，この例は若子ミスリーディングである。すなわち前

方・後方問連関効果の高い産業を単純に選択する場合に

は著者の批判は当たる。しかし，ハーシュマン自身は同

時に，一工場が効率的に生産しうる最小経済規模と閣内

未楽｛象アプローチの新シヱーマ

現状
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市場の広さを比較することによってわかる実現可能性の

確率も考慮すべきであるとしており，より慎重な選択基

準を与えている（注1)。

以上で示された未来像にいたる経過は，シェーマに要

約されている。インフラストラクチャーの整備として

教育訓練，金融機構が特記され，開発戦略としては一次

産品加工輸出，輸入代替，製品輸出が併存している他，

援助や直接投資も含められている。さて全体を考察して

みると，未来像を明確にすること自体，当面の政策選択

を場当り的なものでなくし，政策推進意欲を高めるとい

う点で意義のあることである。現にシンガポールは，単

純労働集約的産業から知識および技術集約的産業への転

換を目標として設定し，強力にそのための政策を推進し

ている。また，成長率以外の幅広い長期目標を持つべき

だという論点も， 「発展途上段階からいきなり効率至上

主義を持込むこと自体が無理であり，しばらく後になっ

て効率性を発揮するためのタメがあってしかるべきだj

(59ページ）という意味で静態分析の限界を知る者にとっ

ては説得的である。しかしながら，評者にとって，いま

だ未来像は十分に明確だとは思われないの途上国が先進

国と同様の産業基粧を持つという点にしても，あまりに

も一般的すぎる。大まかに見れば，なるほどそうである

かも知れないが，現在の途上国が直面している国際経済

環境は現先進国が経験したものとは異なっており，その

差が未来像のディーテイルの主主として反映されなければ

ならないはずである。また，実託研究として産業構造発展

パターンの一般法則を認めたとしても，これを特定の途

上国がおかれた環境の下での特定の発展パターンに書き

替えなければ具体的政策たりえないが，このギャップを

埋める議論がない。最後に，幸年者が与えた米来像は超長

期のものであり，未来像にいたる経過はシェーマに示さ

れたように比較的簡単なものである。つまり，未来像の

みならず，未来像と現途上国の実像とのギャップを埋め

る研究が期待会れる所以である。なお，著者は，当面の

このような研究を「新国際経済秩序（NIEO）笠：引に求

めているようで， NIEOの主張は未来像アプローチと一

致するとしている。

第8章では，途上国の当面の主張であるNIEOと，こ

れに対する代表的な批判がよく整理されている。第7章

後半でも述べているように，基本的にNIEOを支持する

著者は，経済の論理を超えて，途上国がたどった苦い開

発の歴史に理解を示し，資源制約，公共財の存在，規撲

の経済の存在が広汎に見られる世界では価格メカニズム

：繋評

iこ信頼することはできず，むしろ成長の成果の共同管理

吉己分に進むべきだとまで言いきる。著者の良心と現状に

対するいらだちを見る患いであるが，実現可能性につい

て慎重な検討を要するところであろう。

（注1) Hirshman, A. 0., The Strategy of E-

cono.慨icDevelopment，ニ品ーへヴン， YaleUniver-

sity Pr，邸， 1958年の第6章参総。

V 

第4部は，最新の研究課題である新輿工業国（NICs)

に約をしぼった三つの章から構成されている。 1960年代

後半からの巨覚ましいNICsの媛進については， OECD

レポート『新興工業国の挑戦』に詳しいが，ここでもそ

の数字を引用しつつ，いわゆる NICs問題の分析視角を，

アジア NICsに焦点をあてつつ，簡潔に整理している

（第9章〉。特に， NICsの発展プ廿セスを， 「NICs側

が主体性をもって，先進国の直接投資を巧みに利用J

(219ページ〉したものと認識し，これを間接的に助けた

国際環境として， 1970年代の日本・アメリカ・ EC聞の

産業構造の同質化による競争の激化を起因とした直接投

資の活発化を指摘している。

第10章は，この直接投資の果たした役割について，さ

らに深く掘り下げたものである。ネイヤーの調査の引用

(235ページ）によると， NICsの工業品輸出に占める多

田籍企業のシェアは，香港で10% (1970年〉，台湾で20

% (1971年〉，韓国で15%(1971年〉，シンガポールで70

% (1971年〉，ブラジルで43%(1969年〉，メキシコで25

～30% (1972年〉である。このような直接投資は，主主直

的分業ならびに国際下請け的な水平分業を通じた国際的

産業連関関係の強化を結果としてもたらしたが，著者は

この関係を優位・従潟関係と決めつける。すなわち，先

進国と NICsの経済規模に大きな格差があるため，先進

国がくしゃみをすれば：， NICsは風邪をひくが，逆は成

立しないという論である。これは，マクロ・レベルでは

正しいが，特定産業における追v'_l::vJ鴻題などの｛日iに兄
られるように産業問レベルでは必ずしも成立しないであ

ろう。国際産業連関関係の強化の実体と影響について

は，一層の実証研究（注1)が待たれる。

第11章比再びアジア NICsに焦点をあて，将来渓訟

をしており，多くの有用な示唆を含んでいる。問題を整

理するための前提として，著者は経済（産業〉発展を内

発的発展と他発的発展に分ける。これを区別するもの

は，資本および経蛍を先進国に依存するかどうかであ

I2I 
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る。さらに，他発的発展は，政府が立案した産業発展計

画にそって実行されるかどうかによって，自主性のある

ものとそうでないものに分類される。そして，著者はシ

ンガポールを除くアジア NICsは，繊維産業など多くの

軽工業については，自主性ある他発的産業発展の段階か

ら，すでに内発的産業発展の段階に移行しており，より

高度な産業については自主性ある他発的産業発展の段階

に入ったとしている。また NICsに対しても先進国が繊

維輸出の自主規制を強要するなどの管理貿易の方向を打

ち出したことにより，今後，内発的産業発展の段階にあ

る産業は，一層途上国に市場を求めざるを得ないこと，

NICsにおける賃金率上昇やフェード・アウト政策によ

ってこれから自主性ある他発的産業発展をしようとする

産業への直接投資誘致の可能性が薄らぐこと，世界貿易

の管理化傾向のため，日本が韓国子会社からアメリカに

翰出するというような例が困難になり，対NICsよりも

先進国間の直接投資が増加することなどを19剖年代に

NICsが直面する問題として指摘している。そして，「こ

のような条件下では，アジアNICsの先進工業国企業の底

接投資受入れよりは，技術導入や技術指導の受入れに重

点をおく方が賢明であろう。」（2悶ページ）と結んでい

る。著者の直接投資に焦点をあてたこのような展望は，

かなりの程度説得的である。なお，韓国・台湾について

は園内市場規模もかなり大きくなっているので，園内裏

122 

因もあわせて，将来展望する必要があろう。

〈注 1) たとえば，アジア経済研究所の推計による

日本・韓国・アメリカ・ ASEAN5カ国を連結した1975

年間際産業連関衰の使用が考えられる。 Instituteof 

Developing Economies, ASEAN International 

Input-Output Table, 1975, SDS No. 39, 1982年参

照。

VI 

以上の各章をつらぬく著者の基本的主張は，開発目標

としての未来像を設定し，動態的視点に立って広く経済

要因以外にも配慮することのように思われる。このよう

な，著者の意欲的研究姿勢は，ともすれば狭く限定した

研究領域での論理の整合性に目をうばわれがちな評者に

とって反省をせまるものである。しかし，この理想的姿

勢を意味あるものにするためには，いまだ多くの実証研

究がなされなければならない。著者の「際限のないブレ

イク・ダウン」と現実の政策立案との差を埋めるには，前

にもふれたように，たとえばマクロ計量経済モデルによ

って各種要因の中でどれが重要であってどれがそうでな

いかを個別の固について見きわめる作業が必要であり，

その努力によって著者の分析フレームワークも一層ワー

カプルなものとなるであろう。

長田博（アジア経済研究所統計部投入産出課〉
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